
　　　

指定企業名 指定年月

株式会社グリーン・ワイズ 平成17年  5月

SCSK株式会社 平成19年  5月

京西テクノス株式会社 平成19年11月

KDDI株式会社 平成20年  5月

JUKI株式会社 平成21年11月

株式会社きらぼし銀行 平成23年  5月

株式会社野村総合研究所 平成24年  8月

株式会社長谷工コーポレーション 平成30年  3月

KDDI株式会社 令和２年   2月

お問い合わせ 　　　
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企業立地
ガ イ ド

１・・・多摩市の特徴

これまでの指定企業

これまで企業立地促進条例では、平成17年度から令和7年度までに８社９施設を指定し、奨励金を交付

しました。本制度では、多摩市内への事業所の開設のみならず、市との連携や地域とのつながりなどに

より新たな産業や、事業の多様性が生まれることを期待した制度として定期的に改正しています。

JUKI株式会社

（本社ビル）

京西テクノス株式会社

　　　　　（本社ビル）

長谷工テクニカルセンター

長谷工マンションミュージアム

LINK FOREST

（KDDI株式会社）

SCSK株式会社

コラム －多摩市に事業所を開設したことのメリットをお聞きしました－

■防災面/コスト面
多摩丘陵の地盤の強さから災害時には都心の本社機能を市内事業所へ
移し、市内事業所を拠点化することも検討しており、そのための備蓄も
進めています。
また、市内事業所の建築にあたっては、多摩市の地盤がしっかりしてい
たため、他の地域で同規模の事業所を建築する場合に比べ、工期を短縮
できコスト面で軽減を図ることができました。

■人材面
市周辺の大学を中心に、当社の研究施設を活用いただいています。当社
社員にも周辺大学の講師を務める者もおり、産学連携の拠点にもなって
います。

■アクセス面
市内事業所への交通アクセスも良好で、当社研究員の市外からの往来も
盛んです。

平成30年奨励企業指定　
株式会社長谷工コーポレーション 
長谷工マンションミュージアム 
                                江口館長

２・・・立地奨励制度 ３・・・これまでの指定企業３
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新 宿 か ら 直 通 電 車 で 約 3 0 分 で す 。
多 摩 セ ン タ ー 駅 は 、京王線・小田急
線・多摩都市モノレールが 乗 り 入 れ 、
駅 周 辺 は 電 線 の 地 中 化 を 行 う な ど 、 景
観 に 配 慮 し た 街 づ く り が 進 む ほ か 、 商
業 施 設 、 公 共 施 設 （ 公 園 ・ 図 書 館 ・ 複
合 文 化 施 設 ） が 集 積 し て い ま す 。
聖 蹟 桜 ケ 丘 駅 周 辺 は 、 駅 周 辺 の 再 開 発
が 進 み 、 住 宅 や 新 た な 多 摩 川 沿 岸 の 活
用 も 進 ん で い ま す 。
永 山 駅 は 、京王線・小田急線が 乗 り 入
れ 、 複 数 の バ ス 路 線 も 整 備 さ れ て お
り 、 近 隣 エ リ ア へ の ア ク セ ス も 良 好 で
す 。
南多摩尾根幹線道路の ４ 車 線 化 とリニ
ア中央新幹線の 開 通 に よ り 、 多 摩 ニ ュ
ー タ ウ ン 周 辺 地 域 の 交 通 利 便 性 が 更 に
向 上 し 、 業 務 ・ 商 業 機 能 の 立 地 優 位 性
が 高 ま る と 期 待 さ れ て い ま す 。

多 摩 丘 陵 の 中 央 に 位 置 し 、 海 岸 や 河 川
か ら 離 れ て い ま す 。
津 波 や 洪 水 等 の 浸 水 被 害 や 沿 岸 部 一 帯
が 抱 え て い る 液 状 化 の 心 配 が あ り ま せ
ん 。
東 京 都 の 「 地 震 に 関 す る 地 域 危 険 度 測
定 調 査 」 で は 、 市 内 の ほ と ん ど の 地 域
が 、 各 種 危 険 度 判 定 で 最 も 危 険 性 が 低
い と さ れ る「ランク１」に 区 分 さ れ て
い ま す 。
地 盤 の 強 さ は 事 業 所 建 築 に も メ リ ッ ト
が あ り ま す 。

　 　  多 摩 セ ン タ ー 駅 周 辺 は 、 世 界 的 に 知 名 度 の 高 い ア ミ ュ ー ズ メ ン ト パ ー ク や 、 商 業
施 設 、 劇 場 、 映 画 館 の ほ か 、 博 物 館 、 ミ ュ ー ジ ア ム な ど の 文 化 施 設 が 集 積 し て い ま
す 。 聖 蹟 桜 ヶ 丘 駅 周 辺 は 、 ま ち の 歴 史 を 感 じ る こ と が で き る 史 跡 が 多 く 残 り 、 日 常 的
に 国 内 外 か ら 観 光 目 的 の 来 街 が 多 い た め 観 光 客 向 け の 宿 泊 需 要 が あ り ま す 。

　　　　市 内 に は 、 多 く の オ フ ィ ス 及 び 事 業 所 が 立 地 し て お り 日 常 的 な 会 議 、 研 修 、
セ ミ ナ ー 利 用 の 来 街 が 多 い た め ビ ジ ネ ス マ ン 向 け 宿 泊 需 要 が あ り ま す 。

　　　　市 内 ４ つ の 大 学 の ほ か 、 電 鉄 ・ モ ノ レ ー ル の ３ 私 鉄 に は 複 数 の 乗 り 換 え 駅 と
な っ て い る 多 摩 セ ン タ ー 駅 周 辺 で は 、 近 隣 の 多 く の 大 学 生 が 利 用 し 、 大 会 、 学 会 、 試
験 会 場 な ど の 来 街 が 多 い た め 、 学 生 や 、 社 会 人 の 宿 泊 需 要 が あ り ま す 。

観 光

ビジネス

学園都市

宿泊施設の立地に適したまち

災害に強いまち

交通利便性に優れ、過ごしやすいまち

※出典：東京都「地震に関する地域危険度測定調査」

多摩市

　交付割合80/100

進出企業必見！立地奨励制度進出企業必見！立地奨励制度

宿泊施設の誘致を強化しました！

企業立地促進条例／制度概要

多摩市内に進出する企業などを奨励し、事業所の立地、雇用の確保や拡大をすることで、地域経済の発展・市

民生活の向上に寄与することを目的として、大企業だけでなく中小企業も対象とした制度を設けています。

対象エリアは多摩市内全域です。本社施設、宿泊施設、省エネルギー性能優良施設に対しては、一般奨励金を

優遇して交付します。また、事業所等の開設にあたり新築・中古・市内移転・増築に対応し、さらに中小企業

にはそれぞれの要件を緩和し、活用しやすくなっています。

①客室数（対象）

室以上30
②常用雇用者数（下限）

人５

③奨励金交付対象期間
（最長）

10年
④奨励金額（年間上限）

1.5億円＋ ＋ ＋

宿泊施設の客室数に応じて、指定要件（常用雇用者数）を緩和し、奨励金の交付

期間を最大10年間に改正しました。客室数30室以上の小規模施設や、主たる施

設と一体的な利用に供する施設も対象としています。

東京都企業立地相談センターによるインタビュー記事もご覧いただけます！

１ ２

①最大1億円交付
②最大80/100交付
③最長3年間交付
※中小企業に限り、物件に係る投下固定
資産額を1.5億円以上に緩和

①最大1億円交付
②最大80/100交付
③最長3年間交付

①最大1.5億円交付
②最大100/100交付
③最長10年間交付
※上記施設以外は、交付上限1億円
※宿泊施設以外は、最長５年間交付

①最大1億円交付
②最大80/100交付
③最長5年間交付
※中古資産を取得した場合、施設の常用雇用者
数に応じた交付期間を設け、物件に係る投下固
定資産額の要件緩和

・中小企業

新たに開設する場合

・本社施設
・宿泊施設

・省エネルギー
　性能優良施設

増築して開設する場合

・市内中小企業

中古資産を取得して
開設する場合

・大企業

市内で移転して
開設する場合

・大企業
・中小企業

新たに取得した土地、家屋、償却資産に係る固定資産税・都市計画税に相当する額を交付します！


